
資料１ 

 

 

 

 

令和４年度 

事業者防災訓練実施計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０２３年２月10日 
 

東京大学大学院工学系研究科原子力専攻 
 

 



 

1 

１． 訓練計画概要 

今年度の原子力防災訓練（総合訓練）においては、第１３回原子力事業者防災業務訓練報告

会（令和３年８月３日）にて示された２部制訓練実施の適用により、訓練実施方法を２部制と

する。 

第１部：警戒事態該当事象発生時（以下「ＡＬ」という。）における体制（発災現場、緊急

時対策所、ＥＲＣとの連携）での訓練の実施 

第２部：特定事象発生時（原災法第１０条事象（以下「ＳＥ」という。）及び原災法第１５

条事象（以下「ＧＥ」という。））における体制での訓練を実施 

 

１．１ 中期計画上の２０２２年度訓練の位置づけ 

原子力災害発生時に原子力防災組織の機能が有効に発揮できるように、原子力事業者防

災業務計画に基づき原子力災害を想定し、毎年度１回実施するものであり、令和２年度か

らの３か年計画によってさまざまな発災を想定した場合における対応能力の向上を目指

す。 

令和４年度は、中期計画の最終年度となることから、前年度および前々年度の訓練結果

を踏まえ、緊急時での活動をより迅速に、より正確に、より適切に実施できることを目指

して、訓練を実施する。 

 

 １．２ 訓練の目的 

原子力事業者防災業務計画第２章第５節「２．原子力防災訓練」に基づき、原子力防災

組織が原子力災害発生時に有効に機能することを確認するため、特定事象に進展する原子

力災害を想定した総合的な訓練を実施する。また、前回の防災訓練で抽出された課題の改

善を検証する。 

 

 １．３ 事故のシナリオ 

  第１部：                                     

 

  第２部：                                                                  

                                                     

    「マスキング理由：防災訓練のシナリオを非開示として防災訓練を実施するため」 

 

１．４ 主たる検証項目及び達成目標 

No. 検証項目 達成目標 

１ 緊急時活動の円滑化 ・団長が別の対応に追われる場合には、原子力防災要員等

が補助し、緊急時での活動を円滑に行うこと。 

・団長および団長を補佐する役は、当日の専攻内の活動可

能な人員を速やかに把握し、各班に要員が不足していな

いかを適宜確認し、要員を適正配置すること。 



 

2 

２ 通報連絡 ・チェックシートを活用し、ＦＡＸ着信の確認を確実に行

うこと。 

３ 情報収集・伝達 ・情報伝達過程での伝達ミスを防止するために、一番最初

に情報を受けた者が復唱し、情報を正確に得ること。 

・発信する通報文については、複数によりチェックを行い

内容について誤りがないか確認すること。 

 

４ 応急措置 ・モニタリング及び身体汚染の除染作業のときに必要な措

置（①モニタリング時の可搬型ダストサンプラの携行、

②被ばく者の身体除染）ができること。 

 

 

２． 訓練実施日時及び対象施設 

 第１部 第２部 

実施日時 ２０２３年２月２４日（金） 

１０時～１１時３０分予定 

２０２３年２月２４日（金） 

１３時３０分～１５時３０分予定 

対象施設 ・原子炉棟実験準備室（発災現場） 

・研究棟原子炉制御室（緊急時対策

所） 

・原子炉棟原子炉実験室（発災現

場） 

・研究棟原子炉制御室（緊急時対策

所） 

・東京大学外来研究員宿舎（原子力

事業所災害対策支援拠点） 

 

３． 実施体制及び評価体制並びに参加人数 

３．１ 実施体制 

（１）第１部における実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京大学大学院 
工学系研究科原子力専攻 

緊急作業団本部 
（緊急時対策所） 

発災現場対応部隊 
（発災現場） 

報告 指示 

通報・連絡（ＦＡＸ） 

東京大学大学院 
工学系研究科 
【 東京 】 

（支援組織） 

支援要請 

通話（常時応答） 

支援 

（実働なし） 

原子力規制庁 
( ＥＲＣプラント班 ) 

関係機関 

原子力規制庁 
( ＥＲＣ、東海 ・大洗 
原子力規制 事務所 ) 

地方自治体 
( 茨城県、東海村 ) 

文部科学省 

その他関係機関 
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（２）第２部における実施体制 

 

 

 ３．２ 評価体制 

コントローラ２名（緊急時対策所：１名、発災現場：１名）を専攻内評価者とし、訓練

の達成目標を踏まえ予め設定した「達成基準」及びこれまでの訓練の改善事項に対しての

評価を実施し、客観的な視点から改善点の抽出を行う。評価には、評価基準を記した訓練

評価シートを用いる。 

また、専攻外評価者として核物質管理センター東海保障措置センターによるピアレビュ

ーを実施予定である。 

 

 ３．３ 参加者（予定） 

   参加者：プレーヤ ３１名（うち、コントローラ ２名） 

   評価者：３名（専攻内 ２名、専攻外 １名） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京大学大学院
工学系研究科原子力専攻

緊急作業団本部
（緊急時対策所）

発災現場対応部隊
（発災現場）

報告 指示

通報・連絡（ＦＡＸ） 関係機関

原子力規制庁
(ＥＲＣ、東海・大洗
原子力規制事務所)

内閣
(内閣府、内閣官房)

地方自治体
(茨城県、東海村)

水戸労働基準監督署

文部科学省

その他関係機関

東京大学大学院
工学系研究科

【東京】
（支援組織）

支援要請
（実働なし）

通話（常時応答）

東京大学外来
研究員宿舎

（原子力事業所災害
対策支援拠点）

後方支援活動

支援
（実働なし）

原子力規制庁
(ＥＲＣプラント班)
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４． 訓練項目及び内容 

４．１ 訓練項目 

訓練項目 第１部 第２部 

要員参集訓練 ○  

避難誘導訓練 ○  

通報訓練 ＡＬ ○  

ＳＥ、ＧＥ  ○ 

情報収集訓練 ○ ○ 

モニタリング訓練  ○ 

救護訓練 ○  

広報訓練  〇 

後方支援訓練  ○ 

応急措置訓練 ○ ○ 

 「○」は訓練実施を意味する。 

 

４．２ 訓練内容 

訓練項目 第１部 第２部 

要員参集訓練 ・原子力防災要員等の招集開始か

ら１５分以内を目途に原子力

防災組織（緊急作業団）の設置

を行う。 

 

避難誘導訓練 ・全館放送による避難指示を行

い、指定の避難場所（研究棟本

館ロビー）に避難させる。 

 

通報訓練 ・警戒事態該当事象発生時及び

当該事象発生後の経過連絡時

に関係機関への通報連絡を行

う。 

・ＥＲＣ対応者は、ＥＲＣプラ

ント班との連携を密にし、情

報共有を図る。 

・特定事象発生時及び応急措置の

概要報告時に関係機関への通

報連絡を行う。 

また、特定事象時の通報連絡

は、原子力防災管理者が特定事

象と判断した時刻から１５分

以内にＥＲＣプラント班へ行

う。 

・ＥＲＣ対応者は、ＥＲＣプラ

ント班との連携を密にし、情

報共有を図る。 

・１０条確認会議及び１５条認

定会議（模擬）を実施する。 
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情報収集訓練 ・事象の状況、放射線モニタ情

報等を集約し、ホワイトボー

ド等を用いて整理する。 

・ＣＯＰ様式（戦略シート）を

活用し、事象の現状、進展予

測及び事態収束に向けての応

急措置の立案等を行う。 

・事象の状況、放射線モニタ情

報等を集約し、ホワイトボー

ド等を用いて整理する。 

・ＣＯＰ様式（戦略シート）を

活用し、事象の現状、進展予

測及び事態収束に向けての応

急措置の立案等を行う。 

モニタリング訓練  ・気象情報を基に適切なモニタリ

ング場所を選定し、可搬式測定

器（サーベイメータ）による放

射線量の測定及び大気中の浮

遊塵のサンプリングによる放

射性物質の濃度測定（模擬）を

行う。 

・モニタリングの実施結果を踏ま

えた環境影響評価を行う。 

救護訓練 ・負傷者に対し、適切な救護活動

を行う。 

 

広報訓練  ・模擬ＨＰによる情報発信、記

者会見資料作成、ＥＲＣ広報

班（模擬）への記者会見資料

のレビュー依頼、模擬記者会

見を行う。記者役として、他

事業者の核物質管理センター

東海保障措置センターが参加

する予定である。 

後方支援訓練  ・原子力事業所災害対策支援拠点

からの資機材の調達・輸送を行

う。 

応急措置訓練 ・放射線防護用保護具の着用を

行い、ＣＯＰ様式（戦略シー

ト）に基づいた応急措置を実

施する。 

・放射線防護用保護具の着用を

行い、ＣＯＰ様式（戦略シー

ト）に基づいた応急措置を実

施する。 
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５． 訓練想定（平日・休日、日中・夜間、施設運転状態、事象想定、スキップの有無等） 

 第１部 第２部 

発災時間                          

施設運転状態                

事象想定                   

                 

        

                 

                 

           

                

                

                

                

              

                

                

                

                

            

スキップの有無     

シナリオ開示                 

                

         

                

                

            

  「マスキング理由：防災訓練のシナリオを非開示として防災訓練を実施するため」 

 

６． 訓練シナリオ案 

                                

                                

 「マスキング理由：防災訓練のシナリオを非開示として防災訓練を実施するため」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７． 前回までの訓練の課題に対する改善（対策）状況 

Ｎｏ． 前回までの訓練の課題 改善（対策）状況 

１ ・第２部訓練において、通報文第１報 ・通報文の作成者とは異なる者が当該
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及び第２報での特定事象の発生箇所

の記載と、第３報での当該箇所の記

載が異なっていた。また、第１報に

おいて外部電源受電状態の記入漏れ

があった。 

マニュアル等を活用し、通報文をチ

ェックする体制にする。また、要素

訓練により通報文の記載内容のチェ

ック体制の機能向上を図る。 

 

８． ＥＲＣプラント班との情報共有に用いる資料・様式 

別紙２ 様式「警戒事態該当事象発生連絡」 

別紙３－１、別紙３－２ 様式「警戒事態該当事象発生後の経過連絡」 

別紙４ 様式「特定事象発生通報」 

別紙５－１、別紙５－２ 様式「応急措置の概要報告」 

別紙６ 様式「戦略シート」 

別紙７ ＥＡＬ整理表 

別紙８ 原子力事業所の施設の配置図 

別紙９ 原子力事業所災害対策支援拠点配置図 

別紙１０ 発災現場概略図 

 

９． ２０２２年度訓練等を踏まえ、ＥＲＣ書架内の資料整備状況（資料リスト） 

Ｎｏ． 資料名 

１ 原子力事業者防災業務計画（令和３年１０月１日修正） 

２ 原子炉施設設置承認申請書（平成３０年１２月６日承認） 

３ 原子炉施設保安規定（令和４年８月２３日改正） 

４ 原子力事業所施設配置図 

５ 東京大学原子炉に係る廃止措置計画申請書（令和４年６月２４日報告） 

６ 建屋平面図（原子炉棟） 

７ 原子力事業所災害対策支援拠点配置図 

８ 給排気設備系統図 

９ 大型蒸留装置概略図 

１０ ＥＡＬ整理表 

 

１０． その他 

当該防災訓練の実施にあたり、新型コロナウィルス感染症（ＣＯＶＩＤ－１９）拡大防止

策として、訓練参加者の検温及び体調確認（体調不良の者については訓練に参加させな

い。）、マスク着用、手指消毒を行うとともに、緊急時対策所（原子炉制御室）の換気も行

う。 


